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（１） 生活困窮者に対する「生きることの包括的な支援」を強化する 

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度に基づく各種の取組と自殺対策との連携を強化する

とともに支援の担い手となる人材の育成をすすめ、生活苦に陥った市民に対する「生きることの

包括的な支援」を強化します。 

    （自立相談や家計相談、就労支援、子どもに対する学習支援、住宅確保資金給付等の各種自立支

援事業の実施と他課との情報共有や連携の強化） 

（２） 支援につながっていない人を、早期に支援へとつなぐための取組を推進する 

生活苦に陥っている人の中には、支援制度につながらず自殺のリスクを抱え込んでしまう人も

少なくありません。行政側から対象者への働きかけを積極的に行うなど、支援につなぐ体制を強

化し、自殺のリスクになりかねない問題を抱えている人を、早い段階で発見するとともに、必要

な支援へとつなぐための取組を推進します。 

（税金等の滞納金の徴収を担当する職員のゲートキーパー研修の実施、複数の問題を抱える人に

対しての社協の心配事相談等へのつなぎ） 

（３） 多分野の関係機関が連携・協働する基盤を整備する 

多分野の関係機関が連携し「生きることの包括的な支援」を推進するための基盤を整備します。 

 

第４章 自殺対策の推進体制 

４－１）推進体制 

（１） 自殺対策連絡協議会 

 庁内外の関係機関や専門家を構成員とし、様々な関係者の知見を活かして、緊密な連携をとり、

自殺対策を総合的に推進します。 

（２） 自殺対策庁内推進会議（仮称） 

 自殺対策を総合的かつ効果的に協議推進するため、自殺対策庁内会議（仮称）を今後設置し、計

画の進捗管理をしていきます。 

 

  

 

重点施策３ 生活困窮者支援と自殺対策の連動性の向上 

 

自殺対策連絡協議会 

・市長 

・阿蘇保健所長・阿蘇警察署長 

・阿蘇市議会・阿蘇郡市医師会 

・区長会・民生委員、児童委員協議会連合会 

・身体障害者福祉協会・老人クラブ連合会 

・ボランティア連絡協議会 

・就学前人権・同和教育部会 

・女性団体連合会・消防団 

・教育委員会・校長会・ＰＴＡ連絡協議会 

・社会福祉協議会・総合支援センター 

・福祉施設関係者 

・市民部長 

 

・労働関係機関等必要に応じ追加 

自殺対策庁内推進会議（仮称） 

（部、課長級） 

連携 


